
1 

 

埼玉県国民健康保険運営方針骨子（案） 

１ 基本的事項                        

（１）目的 

   市町村国保には、被保険者の構成、ぜい弱な財政基盤、市町村規模の格 

  差など構造的な課題がある。 

   この問題を解決するために、国は、3,400 億円の財政支援の拡充により、 

  財政基盤を強化した上で、平成 30年度から国民健康保険を都道府県単位化 

  し、都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村は、資格管理、保険給 

  付、保険税の賦課・徴収、保健事業などを行うこととした。 

   本県の県内市町村国保では、毎年約 300億円以上の慢性的な赤字が続い 

  ている。さらに、全国一のスピードで高齢化が進む中、医療費の急増が見 

  込まれる。 

   このため、県は、各市町村の収納率向上に向けた取組を支援するととも 

  に、市町村国保における医療費適正化の一層の取組促進を図り、市町村と 

  ともに赤字の解消・削減に取り組んでいく。また、事務の効率的な運営が 

  図れるよう、標準化や共同化の取組を進めていく。 

   県と市町村は、本方針に基づき共通認識の下、国民健康保険の安定的な 

  運営を図っていくものとする。 

 

（２）根拠規定 

   持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改 

  正する法律（平成 27年法律第 31号）附則第 7条 

   国民健康保険法（昭和 33年法律第 192号）第 82条の 2（平成 30年 4月 

  1日施行） 

   

（３）策定年月日 平成２９年９月（予定） 

 

（４）対象期間 平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までの３年間 

 

（５）ＰＤＣＡサイクルの実施 

   県による指導・助言のあり方も含め、県と市町村が国保運営方針に基づ 

  き実施する事業の継続的な改善に向けたＰＤＣＡサイクルを循環させるた 

  めの基本的な取組方針を記載する。 

  ※ Plan（計画）、Do（実施）、Check（評価）、Action（改善）

資料４ 
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２ 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し      

  国保の安定的な財政運営のために必要とする、国保の財政収支の基礎とな 

 る情報である医療費の見通しや国保財政の見通し等を記載する。 

 

（１）医療費の動向と将来の見通し 

  ・平成 39年度までの県全体・市町村ごとの 

   ① 医療費の動向（診療種別、疾病分類別） 

   ② 一人当たり医療費 

   ③ 将来の国保財政 

   ④ 市町村ごとの保険税水準、財政状況の現況 

   などについて記載する。 

 

（２）財政収支の改善に係る基本的な考え方 

  ・市町村国保財政運営の基本的考え方、県国保特別会計のあり方について 

   記載する。 

  ・赤字の定義を明確にし、赤字解消・削減の取組を「解消・削減すべき対 

   象としての『赤字』」の範囲を記載する。 

 

（３）赤字解消・削減の取組、目標年次等 

  ・赤字解消・削減の取組、目標年次に係る県全体の方向性を定める。 

 

（４）財政安定化基金の運用 

  ・収納不足時の基金からの交付要件である「特別な事情」の内容について、 

   市町村と協議の上記載する。



3 

 

３ 市町村ごとの納付金の算定方法について           

  これまでは、各市町村の収支については、個々の運営に任されてきたが、 

 新制度においては、県内全市町村による相互扶助の仕組みとなる。 

  市町村ごとの納付金の算定に医療費水準や所得水準をどのように反映させ 

 るかなどについて記載する。 

 

（１）医療費水準（αの設定の仕方） 

  ・納付金には医療水準を反映する。（α＝１） 

  （理由） 

  ・提供される医療サービスなどの違いなどから、県内市町村の医療費水準 

   に差がある。 

  ・医療水準を反映することで、市町村の医療費適正化の努力が期待できる。 

 

（２）所得水準（βの設定の仕方） 

  ・応能分、応益分の配分を決定する所得水準には、全国平均と比較した県 

   の所得水準（β）と、独自の所得水準（β’）を比較試算し、市町村ごと 

   の支出総額の変動を緩和する所得水準を検討して記載する。 

   （β＝本県１人あたり所得／全国平均１人あたり所得） 

 

（３）賦課限度額 

  ・法定基準額による。 

   （高所得者の国保税の上限を法定基準額に引き上げる） 

 

（４）保険者努力支援制度の都道府県分の扱い 

   ・新制度では、運営安定化や医療費適正化に係る都道府県の努力に応じて 

   インセンティブ（交付金）が与えられる。 

   ・県に交付された努力分の市町村への配分方法について、市町村と協議し 

   た上で記載する。 
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４ 市町村における標準保険税の算定方法について        

  国民健康保険税の住民負担の見える化、将来的な保険税負担の平準化を進 

 めるための一つの指標として、保険税の標準的な算定方法を記載する。 

 

（１）保険税水準の統一 

  ・当面、統一の保険税水準としない。 

  （理由） 

    現時点では、各市町村の医療費水準が異なっており、直ちに統一保険 

   税を導入することは、保険税の負担に激変をもたらす恐れがある。 

    統一的な保険税率導入の前提として、県内全ての市町村が同等の被保 

   険者サービスや医療費適正化対策に取り組む必要があるため、将来の目 

   指すべき課題として位置付ける。 

 

（２）標準的な保険税算定方式 

  ・これまでの「埼玉県市町村国保広域化等支援方針」を引き継ぎ、「２方式」 

   とする。 

  

（３）標準的な収納率 

  ・標準保険税率を算定するために設定する「標準収納率」は、市町村の収 

   納率の実態を踏まえた実現可能な水準で設定する。 

  ・各市町村の収納率に、過去３年分の平均収納率増加率の最も低い値を加 

   算して市町村ごとに設定する。（基本） 

 

（４）激変緩和措置 

  ・本来集めるべき一人当たり保険税が、新制度施行に伴い、一定割合以上 

   増加すると見込まれる場合、市町村に都道府県繰入金を交付して激変緩 

   和措置を講じる。 

  ・激変緩和措置の実施期間は、特例基金の設置期間となる６年間（平成 

   ３０年度から３５年度）とする。
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５ 市町村における保険税の徴収の適正な実施について      

  市町村が収納率を向上させ、必要な保険税を徴収することができるよう、 

 その徴収事務の適正な実施のために取り組む事項等を、現状を把握した上で 

 記載する。 

 

（１）収納率目標 

  ・第３次埼玉県市町村国保広域化等支援方針を引き継ぎ設定する。 

  ・全国平均の収納率を目指す。 

    被保険者数１万人未満の保険者        ９４．０％以上 

    被保険者数１万人以上５万人未満の保険者   ９３．０％以上 

    被保険者数５万人以上１０万人未満の保険者  ９２．０％以上 

    被保険者数１０万人以上の保険者       ９１．０％以上 

 

（２）収納不足についての要因分析 

  ・各市町村は収納不足についての要因分析を行い、必要な対策を整理する。 

 

（３）収納率目標達成のための県の取組 

  ・県は、収納率向上のため人材育成及び財政支援を行い、市町村を支援 

   する。 

    国保税徴収相談員による研修・指導助言の実施 

    収納率向上に向けた取組に対する支援
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６ 市町村における保険給付の適正な実施について        

  保険給付の実務が法令に基づく統一的なルールに従い確実に行われ、必要 

 な方に必要な保険給付が着実になされるようにするため県が行う取組を記載 

 する。 

 

（１）療養費の支給の適正化 

  ・市町村に対する定期的・計画的な指導助言の実施 

  ・適正化に資する取組や課題等の横展開 

 

（２）レセプト点検の充実強化 

  ・レセプト点検員の研修の実施 

  ・医療と介護の突合による点検の実施 

  ・市町村に対する定期的・計画的な指導助言の実施 

 

（３）第三者求償や過誤調整等の取組強化 

  ・国で設置した第三者求償アドバイザーの活用 

  ・求償事務研修会の開催 

  ・国民健康保険団体連合会による求償事務の委託範囲の検討 

 

（４）市町村が支給決定した保険給付の確認 

  ・市町村による保険給付の適正な実施を確保し、保険給付費等交付金を適 

   正に交付するため、市町村が実施した保険給付に係る情報の提供を求め 

   内容の確認を行う。 

  ・確認した結果、保険給付の内容に疑義がある場合、市町村に対し指導を 

   行う。 

 

（５）高額療養費の多数該当の取扱い 

  ・直近 1年間に、同一世帯で高額療養費の支給が 4回以上あった場合は、4 

   回目以降、被保険者の自己負担が軽減される（多数回該当）。 

  ・県も保険者になることに伴い、市町村をまたがる異動があった場合の高 

   額療養費の該当回数の引継ぎルールを記載する。 
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７ 医療費の適正化の取組について               

  国保の財政運営に当たり、「支出面」の中心である医療費について適正化を 

 行い、国保財政の基盤を強化するための市町村の取組等を記載する。 

 

（１）医療費の適正化に向けた取組 

  ・特定健康診査受診率、特定保健指導実施率の向上 

  ・ジェネリック医薬品の利用率向上 

  ・糖尿病性腎症重症化予防事業の実施 

  ・健康長寿埼玉プロジェクトの推進 

  ・その他 

  （重複・頻回受診者、重複投薬者への適正受診・適正投薬（残薬管理）を 

  促す取組等） 

 

（２）医療費適正化計画との関係 

  ・医療費適正化計画との整合性を図る。 

 

 

 

８ 市町村事務の効率的な運営の推進について          

  市町村が担う事務のうち、標準化や共同化に取り組むことにより、事務の 

 効率化や経費の節減、被保険者の利便性の向上に資する取組について記載す 

 る。 

 

（１）事務の標準化に向けた取組の検討 

  ・被保険者証の有効期限等の統一化、高齢受給者証との一体化 

  ・事務処理マニュアルの活用 

  ・県内統一の取扱い基準 

 

（２）事務の共同化の検討 

  ・第三者求償事務 

  ・包括的合意に基づく保険者間調整
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９ その他                          

（１）保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携について 

   医療保険以外の保健・介護・福祉分野等の諸施策との連携のあり方を検 

  討した上で記載する。 

 

（２）施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整等 

   国保運営に係る施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整 

  その他県が必要と認める事項を記載する。 

  ・市町村連絡会議の設置 

  ・連絡会議の開催及び必要に応じて開催する作業部会の開催 


